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Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター要旨 ２０２４年２月２日号 

金価格はまだ上がる？ 
～内外金相場のテーマと見通し 

 
 

 

 
 

ニッセイ基礎研究所 

 

昨年終盤に過去最高値を更新した内外

金（Gold）価格は、今年に入ってからも

堅調に推移しており、直近1日時点でNY

金先物が１トロイオンス2071.1ドル、

国内金先物が１グラム9655円と、それ

ぞれ過去最高値に程近い水準にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後年末にかけての金相場の行方を考

えると、NY金には多くの追い風が期待さ

れる。具体的には、①主要国でのインフレ

懸念の残存 、②米利下げを背景とした「金

利が付かない金」、「基軸通貨ドルの代替

としての金」の魅力向上、③地政学リス

ク・政治リスク・景気下振れリスクを背景

とした「安全資産としての金」の存在感増

大、④中央銀行による積極的な金購入継

続が挙げられる。 

これら多くの追い風を受けて今年の

NY金先物は上昇し、過去最高値を明確に

更新する可能性が高いと見込んでいる。 

年末時点のNY金先物は2200ドル台

と予想している。 

国内金価格にとっても、国際的な中心

指標であるNY金の上昇は上昇要因とな

るが、為替の動向がもう一つのカギとな

る。国内の金先物価格は、「NY金先物価格

（ドル建て・グラム当たり）×ドル円レー

ト（円/ドル）」に近似して動くため、円高

が進めば価格が抑制される。 

今後、FRBが利下げに向かうことに加

え、日銀が春に金融政策の正常化に踏み

切ると見込まれることは、円高ドル安に

働くだろう。ただし、FRBの利下げ・日銀

の正常化はともに緩やかなペースで行わ

れ、急激な円高ドル安は避けられると見

ている。NISAの拡充に伴って、日本の家

計による海外投資増加に伴う円売りフロ

ーの拡大が生じていることも円高進行の

抑制に寄与するだろう。現時点では、NY

金の上昇を打ち消すほど円高ドル安は進

まないと見ており、今年年末時点の国内

金価格は、現状よりやや高い１グラム

10000円前後と予想している。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
「Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター」の全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。  
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金の内外先物価格 

（資料）Bloomberg よりニッセイ基礎研究所作成 
 

ドル円レートと日米長期金利差 
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米雇用統計（２４年１月） 
～非農業部門雇用者数は前月比＋３５.３万人と 
市場予想（＋１８.５万人）を大幅に上回る 
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経済・金融フラッシュ要旨 ２０２４年２月５日号 

 
 

 

 

 
 

ニッセイ基礎研究所 

 

結果の概要：雇用者数は市場予想を大幅 

に上回ったほか、失業率は予想を下回る 

2月2日、米国労働統計局（ＢＬＳ）は

1月の雇用統計を発表した。 

非農業部門雇用者数は、前月対比で

+35.3万人の増加(注1)（前月改定値：+33.3

万人）と+21.6万人から大幅に上方修正

された前月を小幅に上回ったほか、市場

予想の+18.5万人（Bloomberg集計の中

央値、以下同様）を大幅に上回った。 
 

（注１）季節調整済の数値。以下、特に断りがない限り、

季節調整済の数値を記載している。 

 

結果の評価：労働需要が逼迫し、 

賃金上昇圧力の高止まりを確認 

1月の非農業部門雇用者数（前月比）は

前月から低下するとの予想に反して、市

場予想を大幅に上回った。また、過去2ヵ

月分も合計+12.6万人の大幅な上方修正

となっており、過去3ヵ月の月間平均増加

ペースは+28.9万人と23年通年の+25.5

万人を上回るなど、足元で雇用増加ペー

スが加速していることを確認した。 

 

事業所調査の詳細：医療・社会扶助、専門・ 

ビジネスサービスの雇用の伸びが大幅に加速 

事業所調査のうち、民間サービス部門

は前月比+28.9万人（前月：+24.5万人）

と前月から雇用の伸びが加速した。 

民間サービス部門の中では、娯楽・宿泊

業が前月比+1.1万人（前月：+3.8万人）

と前月から伸びが鈍化した。 

一方、小売業が+4.5万人（前月：+4.3

万人）と前月並みの伸びを維持したほか、

運輸・倉庫が+1.6万人（前月：+0.2万人）、

専門・ビジネスサービスが+7.4万人（前

月：+3.5万人）、医療・社会扶助サービス

が+10.0万人（前月：+7.9万人）と前月か

ら伸びが加速した。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

家計調査の詳細： 

労働参加率は前月から横這い 

家計調査のうち、1月の労働力人口は前

月対比で+12.4万人（前月：▲67.6万人）

と前月からプラスに転じた(注2)。内訳を見

ると、失業者数が▲11.6万人（前月：+0.6

万人）とマイナスに転じたものの、就業者

数が+23.9万人（前月：▲68.3万人）と

失業者数の減少幅を上回るプラスに転じ

て、労働力人口全体を押し上げた。 
 

（注２）2024年から人口推計を変更しているため、

2023年と断層が生じている。ここで記載し

ている労働力人口、就業者数、失業者数、非労

働力人口はこの断層を調整した後のもの。 
 
  

  

経済・金融フラッシュの全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。 
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（資料）BLSよりニッセイ基礎研究所作成 

非農業部門雇用者数の増減（業種別） 
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総務省統計局 ２０２４年１月３０日公表 

 

 
 

【就業者】 

●就業者数は 6754 万人。前年同月に比 

 べ 38 万人の増加。17 か月連続の増加。 

●雇用者数は 6114 万人。前年同月に比 

 べ 59 万人の増加。22 か月連続の増加。 

●正規の職員・従業員数は 3592 万人。 

 前年同月に比べ 21 万人の増加。 

2 か月連続の増加。 

非正規の職員・従業員数は 2183 万人。 

前年同月に比べ 39 万人の増加。 

4 か月連続の増加。 

●主な産業別就業者を前年同月と比べると､ 

｢製造業｣、「宿泊業，飲食サービス業」、 

｢情報通信業｣などが増加。 
 

【就業率】（就業者／１５歳以上人口×１００） 

●就業率は 61.4％。前年同月に比べ 

0.5 ポイントの上昇。 

●15～64 歳の就業率は 79.4％。前年 

同月に比べ 1.0 ポイントの上昇。 
 

【完全失業者】 

●完全失業者数は 156 万人。前年同月に 

比べ 2 万人の減少。2 か月ぶりの減少。 
 

【完全失業率】（完全失業者／労働力人口×１００） 

●完全失業率(季節調整値)は 2.4％。 

前月に比べ 0.1ポイントの低下。 
 

【非労働力人口】 

●非労働力人口は 4081 万人。前年同月に 

 比べ 69 万人の減少。22 か月連続の減少。   

労働力調査（基本集計） 
２０２３年（令和５年）１２月分 

 結 果 の 概 要 
 

就業者数の対前年同月増減と就業率の 
対前年同月ポイント差の推移 
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男女別就業者数 
 

●就業者数は 6754 万人。 

前年同月に比べ 38万人(0.6％) 

の増加。17か月連続の増加。 

男性は 3685 万人、6 万人の減少。 

女性は 3069 万人、44 万人の増加。 
 
 
 

 従業上の地位別就業者数 
 

●自営業主・家族従業者数は 604 万人。 

前年同月に比べ 17 万人(2.7％)の減少。 

●雇用者数は 6114 万人｡前年同月に比べ 

 59 万人(1.0％)の増加｡22 か月連続の増加。 

 男性は 3293 万人、12 万人の増加。 

 女性は 2821 万人、46 万人の増加。 
 

 

 雇用形態別雇用者数 
 

●正規の職員・従業員数は 3592 万人。前年同月に比 21 万人（0.6％）の増加。 

2 か月連続の増加。 

●非正規の職員・従業員数は 2183 万人。前年同月に比べ 39 万人（1.8％）の増加。 

4 か月連続の増加。 

●役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は 37.8％。 

前年同月に比べ 0.3 ポイントの上昇。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

注）割合は，「正規の職員・従業員」と「非正規の職員・従業員」の合計に占める割合を示す。 
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雇用形態別雇用者数 

就業者数の推移 (男女計） 
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就業者の動向   
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従業上の地位別就業者数 
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男女別完全失業者数 
 

●完全失業者数は 156 万人。前年 

 同月に比べ 2 万人(1.3％)の減少。 

2 か月ぶりの減少。 

●男性は 98 万人。前年同月に比 

べ 2 万人の増加。女性は 58 万人。 

前年同月に比べ 4 万人の減少。 

 

求職理由別完全失業者数 
 

●完全失業者のうち、｢勤め先や事業の都合による離職｣は 21 万人と、前年同月に比べ 2 万人

の減少、｢自発的な離職（自己都合）｣は 69 万人と、前年同月に比べ 5 万人の増加、｢新たに

求職｣は 41 万人と、前年同月に比べ 3 万人の減少。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 年齢階級別完全失業者数 
 

●男性の完全失業者数は、「15～24 歳」、 

「25～34 歳」及び「65 歳以上」の 

年齢階級で、前年同月に比べ増加。 

●女性の完全失業者数は、「15～24 歳」、 

「45～54 歳」及び「55～64 歳」の 

年齢階級で、前年同月に比べ減少。 

 
 

 

労働力調査（基本集計）２０２３年（令和５年）１２月分の全文は、 

当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。   

求職理由別完全失業者数 主な求職理由別完全失業者数の推移 

年齢階級別完全失業者数 3 

2 

完全失業者の動向   
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完全失業者数の推移（男女計） 
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物価高と人手不足への対応が急がれる！ 

２０２４年の 
日本経済予測 

        １．２０２３年 日本経済の総括         
        ２．２０２４年 日本経済の見通し       

        ３．業界別の見通し       

        ４．日本経済を取り巻く海外経済の動向       

         ５．２０２４年に注目したい経済キーワード         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■参考資料 
「日経ビジネス:『2024年徹底予測』 三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング:『2024 年日本はこう
なる』ニッセイ基礎研究所:『2023・24 年度経済見通し』『2023～2025 年度経済見通し』 他  
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2023 年の日本経済は、通年で見れば年初に想定された以上に良好な状況となりました。例

えば、日経平均株価の終値は、取引の締め括りである「大納会」で３万 3,464 円と、年末とし

て 34 年ぶりの水準となるなど、好感ととれるトピックスが多数ありました。 

このように景気が好転した最大の要因は、新型コロナ問題を克服し、経済活動の正常化が進ん

だことにあると言えます。特にインバウンド需要の回復は、2023 年の日本の実質 GDP 成長

率を 1.1％程度押し上げました。しかし、中国経済の先行きを始めとする海外景気の動向、その

影響による輸出鈍化、国内外双方の物価高、物価高に伴う実質賃金の低下など、経済成長の逆風

となるリスクも懸念されています。 

そこで本レポートでは、全体として好調ながらも国内外で様々なリスクを抱える 2023 年の

日本経済を総括し、2024 年の経済予測と今後の景気の見通しについて解説していきます。 

 

 
 

2023 年の実質 GDP 成長率は、

1.5％と予測されています。そして今後

も民間消費、設備投資などの国内需要

が底堅く推移するため、景気の回復基

調は維持される見込みです。 

なお、最新の 2023 年７-９月期の

実質 GDP（２次速報値）は、１次速報

の前期比▲0.5％（年率▲2.1％）から

前期比▲0.7％（年率▲2.9％）に下方

修正されました。 

しかし、このマイナス成長自体は４-

６月期の高成長（前期比年率 3.6％）の反動という側面もあり、悲観する必要はないと考えられ

ます。 

 

 
 

2023 年の日経平均株価は、年を通してみると冒頭で述べた通り好調であったと言えます。 

年初の１月４日は年間の最安値であったものの、紆余曲折を経ながら年末までに約 8,000 円

株価を上げる結果となりました。この経過を詳しく見ていくと日経平均株価は、大きく５つの局

面に分けることができます。 
  

２０２３年の実質ＧＤＰ        

 
 

 

1 企業経営情報レポート 

２０２３年 日本経済の総括 

■実質ＧＤＰ成長率の推移  

 
出典：ニッセイ基礎研究所(2023 年 12 月８日) 

 

 

日本株の動向       
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2023 年 12 月 19 日、内閣が発表した「月例経済報告」内の「わが国経済の基調判断」に

は、下記の通り、日本経済の今後の見通しが示されています。 

 

■「月例経済報告」の概要 

景気は、新型コロナウィルス感染症の影響による厳しい状況が徐々に緩和される中で、 

このところ持ち直しの動きがみられる 

●個人消費は、持ち直している。 

●設備投資は、持ち直しに足踏みがみられる。 

●輸出は、このところ持ち直しの動きがみられる。 

●生産は、持ち直しの兆しがみられる。 

●企業収益は、総じてみれば改善している。企業の業況判断は、改善している。 

●雇用情勢は、改善の動きがみられる。 

●消費者物価は、このところ上昇テンポが緩やかになっている。 

出典：内閣府月例経済報告（2023年12月19日） 

 

経済の先行きについては雇用・所得環境が改善することにより、各種政策の効果も相まって、

緩やかな回復が続くことが期待されます。 

ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下落リスク

が日本の景気に影響を与える可能性があります。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融

資本市場の変動等の影響に十分注意する必要もあります。 

 

 
 

同じく2023年12月19日内閣発表の「月例経済報告」において、今後の政府経済政策の基本

方針としては、次のとおりです。 

 

■総括 

30年来続いてきたコストカット型経済から持続的な賃上げや活発な投資が牽引する成長型経済へ

変革するため、新しい資本主義の取組を加速させる。 

 

なお政府は、上記の通り「デフレ完全脱却のための総合経済対策」および「一般会計の追加歳

出 13.1 兆円の令和５年度補正予算案」を閣議決定しました。 

政府は経済対策による実質 GDP の押し上げ効果を年率 1.2％程度と試算しています。 
   

2 ２０２４年 日本経済の見通し   

企業経営情報レポート 

政府発表     

 
 

政府施策基本態度    
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第１章、２章ではマクロ視点で日本経済を見てきましたが、本章では大きな変化と言えるトピ

ックがある下記業種の 2024 年の先行きについてみていきます。 

 

①物流業           ②建設業           ③自動車・自動車部品製造業  

④素材製造業         ⑤情報通信（IT）業      ⑥小売業 

 
 
 
 

物流業は、働き方改革関連法の時間外労働の上限規

制の適応による 2024 年問題の影響が数ある業種の

中でも甚大です。働き方改革関連法で制定された時間

外労働の上限規制は、建設業、物流業（自動車運転業

務）、医療業（医師）については、2024 年３月末まで

５年間猶予されてきました。しかし、2024 年４月よ

り、全ての事業者に適用されます。中でも、長時間労働

を起因とする若手の採用難・慢性的な人手不足、高齢

化が進展する傾向が強い物流業に対する上限規制の影

響は深刻であり、2024 年の状況によっては、社会全

体の制約要因にまで拡大するリスクがあります。 

トラック協会のアンケート調査によると、年間 960

時間超となるドライバーのいる事業者は全体で３割程

度にも及んでいます。これは、この 30 年間で物流量

が、EC（電子商取引）市場の拡大などに伴い、宅配だ

けで 10 億個から 60 億個と６倍近く増加しているこ

となどが大きく影響していると考えられます。 

なお、トラック運送などの事業者数は、30 年間で２

倍の６万事業者まで増加していますが、荷物の増加に

人手の確保が追い付かない状態であり、マンパワーが

慢性的に不足していることは明らかです。 

帝国データバンク作成の「業種別の予測倒産件数」

および「倒産予測値」では、サービス業、中でも運送業

は著しく高い倒産件数と高リスクが予測されています。
  

3 業界別の見通し 

企業経営情報レポート 

物流業         
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■物流業への働き方改革法の影響 

  



 

１０ 

 

 

 

 
 
 

（１）ＧＤＰ成長率 

米国経済は堅調に推移しています。 

2023 年７-９月期の米国の実質 GDP

成長率は前期比年率＋4.9％と、５四半期

連続のプラス成長かつ前期の同＋2.1％か

ら伸びが拡大しました。個人消費の伸びが

加速したことや在庫投資の増加が影響し

ています。 

実質 GDP を需要項目別にみると、個人

消費は前期比年率 4.0％増と、前期の同

0.8％増から伸びが拡大し、６四半期連続

で増加しました。財消費は同 4.8％増と娯

楽用耐久財への支出増加などにより、前期の同 0.5％増から伸びが拡大、サービス消費は同

3.6％増と、住居関連サービスや医療サービスへの支出増加などにより、前期の同 1.0％増から

伸びが拡大しています。 

一方、設備投資は同▲0.1％減と、８四半期ぶりに減少しました。ソフトウェアなどの知的財

産への投資増加が続いた一方、FRB（米連邦準備理事会）の利上げによる借入金利上昇を受け、

建物など構築物投資の伸びが縮小し、コンピューターや輸送用機器などの機器投資も減少しま

した。住宅投資は、同 3.9％増と 10 四半期ぶりに増加、住宅ローン金利上昇が重石となりまし

たが、中古住宅在庫不足により新築住宅着工が持ち直していることなどが奏功しました。在庫投

資は＋1.32 ポイントのプラス寄与となっています。 

 

（２）米国経済の見通し 

好調な米国経済も今後は減速する見込みです。 

実質 GDP 成長率については、2023 年 10-12 月期は前期比年率＋0.8％、2024 年１-３

月期は同＋0.2％にまで鈍化すると予測されています。まず、FRB の金融引締め策により個人消

費や設備投資、住宅投資が抑制されることにより、2023 年は前年比＋2.4％、2024 年は同＋

1.2％、25 年には同＋1.6％程度と予測されています。 

 

レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 
  

4 日本経済を取り巻く海外経済の動向 
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■米国実質ＧＤＰ成長率の推移

 

出典：米国商務省 

 



 

１１ 

Ｍ＆Ａの目的とメリット 
 Ｍ＆Ａの目的とメリットについて解説してください。 

 

ジャンル：会社法 ＞ サブジャンル：Ｍ＆Ａ 
 

 

 

 

 

 

（１）売却側の目的とメリット 

 

①後継者が 

いなくても 

事業承継を 

果たせる 

Ｍ＆Ａを行えば、後継者不在の状態からでも事業承継を果たせま

す。また、買収側の企業に事業を引き継いでもらえば、親族・従業員

に引き継ぐ場合と比べて、後継者の教育期間として多くの時間を確保

する必要がありません。 

最近は後継者不足に悩む中小企業が非常に多く、Ｍ＆Ａによる事業

承継の件数が増加しています。Ｍ＆Ａによる事業承継は、「後継者が

見つからない」「リタイアまでに時間がなく後継者を探していられな

い」と悩んでいる経営者の方に大きなメリットをもたらします。 

 

②現経営者が 

譲渡益を 

得られる 

Ｍ＆Ａにより譲渡益を得られる点も大きなメリットです。つまり、

Ｍ＆Ａで売却すれば、その分の譲渡益を手に入れられます。およその

目安として、得られる譲渡益は経常利益の3倍〜5倍程度です。 

その一方で、廃業すると譲渡益は得られないうえに、廃業費用が必

要です。そのため、経営者を引退した後の生活費に不安がある場合は、

Ｍ＆Ａを積極的に検討すると良いです。 

最近では、Ｍ＆Ａによる譲渡益を用いて新たな事業に挑戦する方

や、一部事業の譲渡益を用いて残した事業に注力する方も多いです。 

③買収企業の 

経営資源に 

より事業が 

発展する 

Ｍ＆Ａを行えば、買収企業の経営資源により事業が発展する可能性も高いです。 

会社経営では、人材不足・資金不足に悩むケースがあります。しかし、こうした場合にＭ

＆Ａで企業を売却すると、買収側の協力を得ながら課題解決を図ることが可能です。 

売上の低下・人材不足など何らかの経営課題を抱えている場合は、Ｍ＆Ａでの解決を積

極的に検討すると良いです。 

 

（２）買収側の目的とメリット 

①効率良く 

事業を強化 

できる 

Ｍ＆Ａで会社や事業を買収すると、効率良く自社の事業を強化できます。 

例えば、同エリアで事業を行っている同業他社を買収すれば、当該エリアの事業強化が

可能です。ゼロの状態から事業を強化するには多くの時間や費用がかかりますが、Ｍ＆Ａ

なら費用を支払うのみでスピーディーに済ませられます。また、すでに収益性が判明して

いる状態で買収できるため、事業強化に失敗する可能性が低い点もメリットです。 

②短期間かつ 

低リスクで 

新規事業を 

始められる 

短期間かつ低リスクで新規事業を始められる点も、Ｍ＆Ａによる買収の大きなメリット

です。新規事業の立ち上げは、コストがかかるうえに成功するとは限りません。 

しかし、Ｍ＆Ａで既存の事業を購入すれば、低リスクで新規事業をスタートできます。 

業界によっては、既存企業のシェアが高く新規参入が難しいケースも多いです。また、せ

っかくコストをかけて事業を始めても、売上が出せないトラブルが発生する場合も珍しく

ありません。その一方で、参入予定の業界である程度の売上があり、複数の取引先を持って

いる企業をＭ＆Ａにより買収すれば、失敗の確率を大きく下げられます。 

③人材や 

ノウハウを 

獲得できる 

Ｍ＆Ａによる買収では、人材やノウハウを獲得できる点もメリットです。 

昨今は人材不足に悩まされている企業が多く存在します。また、従業員数は足りていて

もノウハウがなく、円滑に経営を推進できていない企業も少なくありません。しかし、自社

で人材をそろえてノウハウを蓄積していくには、多くの時間や費用がかかります。Ｍ＆Ａ

で既存の会社・事業を買収すれば、優秀な人材・有効なノウハウを効率的に入手可能です。 

このように、自社に足りていない経営資源を短期間で補うためのＭ＆Ａも増えています。   



 

１２ 

Ｍ＆Ａの手法と特徴 
 Ｍ＆Ａの手法と特徴には、 

どのようなものがありますか？ 

 

ジャンル：会社法 ＞ サブジャンル：Ｍ＆Ａ 
 

 

 

 

 

 

 

Ｍ＆Ａは、広義の意味を含め以下の 9 種類の手法に分けられます。 

 
①合併による 

Ｍ＆Ａ 

合併とは、2つ以上の企業を1つにまとめることです。2社以上がま

とまって1社となるため、残された企業以外は消滅します。 

合併は、2つ以上の会社が経営統合し1つの会社になる「吸収合併」

と、設立した新会社に当事者である複数の会社を経営統合させる「新

設合併」の2種類が存在する手法です。 

 
②買収による 

Ｍ＆Ａ 

買収とは、1つの企業が別の会社・事業を買収することで統合する

行為をさします。さらに細かく、株式譲渡・事業譲渡などの手法に分

かれる点が特徴的です。 

③合弁会社 

設立による 

Ｍ＆Ａ 

合弁会社設立とは、複数の企業が共同で出資をし、会社を設立する行為をさします。 

JV（ジョイントベンチャー）とも呼ばれている手法です。 

海外企業と日本企業の間で設立されるケースだけでなく、日本企業同士が共同出資を行

って会社を設立するケースもあります。 

④資本参加に 

よるＭ＆Ａ 

資本参加とは、他社の株式を取得・保有することで、関係性の強化を図る手法のことで

す。類似する言葉として「資本提携」が挙げられますが、これは「企業同士でお互いの株式

を保有する行為」であり、資本参加とは特徴が異なります。 

➄生産連携に 

よるＭ＆Ａ 

生産提携・販売提携・技術提携を、まとめて業務提携と呼びます。 

業務提携とは、複数の企業が経営資源を出し合って協力体制を築きつつ、1社のみでは達

成が難しい課題を解決して競争力向上・事業成長などを図る手法のことです。 

業務提携を行う分野によって、生産・販売・技術の3種類に分けられます。 

このうち生産提携とは、ある企業がパートナーとなる企業に対して、生産および製造工

程の一部を委託する行為のことです。 

⑥販売連携に 

よるＭ＆Ａ 

販売提携とは、自社製品やサービスの販売・営業を他社に委託する行為のことです。 

例えば、製品の開発力・供給力に優れたA社と販売力に優れたB社を想定すると、「A社が

B社の販売資源（販売網・人材・販促ノウハウなど）を活用しながらA社製品の販売を図り

たい」場合などに実施されます。 

⑦技術連携に 

よるＭ＆Ａ 

技術提携とは、複数の企業が各事業の独立性を維持しつつ、事業で重要な技術をお互い

に教示し合う行為のことです。 

例えば、一方の企業が他方の企業に対して、「有償または無償で工業技術や生産ノウハウ

などを供与する」もしくは「共同して新規の技術開発に取り組む」ケースが挙げられます。 

⑧新設分割に 

よるＭ＆Ａ 

新設分割・吸収分割は、まとめて会社分割と呼ばれます。 

会社分割とは、会社の権利義務の一部もしくは全部を別の会社に承継することです。 

このうち新設分割とは、新設した会社に移転する行為をさします。 

⑨合弁会社 

設立による 

Ｍ＆Ａ 

吸収分割とは、会社の権利義務の一部もしくは全部を、別の会社（既存の会社）に移転す

る行為のことです。 

新設分割とは違い、新たな会社の設立を伴わない点に特徴が見られます。  


